
市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)
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財政構造の弾力性
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [161,552円]
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給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [97.6]
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定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [10.65人]
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公債費負担の健全度

実質公債費比率 [17.9%]
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将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [1,128,598円]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

篠山市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
●財政力指数
　昨年と同じく類似団体内の平均数値となった。これは三位一体改革による市税増があるものの下水道事業を含めた公
債費も増加しているためである。今後は投資的経費の抑制や繰上償還等をおこない財政基盤の強化に努める。
●経常収支比率
　前年度に比べ４．９ポイント悪化したがこれは、下水道事業への繰出基準の変更により経常経費が増加したためであ
る。今後も公債費の償還や下水道・水道への繰出金がピークを迎えるうえに交付税の段階的縮減により厳しい状況が予
想されるため、集中改革プランの遂行等による経費節減をおこない指数の抑制に努める。
●人口１人当たり人件費・物件費等決算額
　前年度に比べ６千円改善しているものの類似団体内平均よりも１割強多い額となった。管理職手当の削減、退職者不補
充など人件費の抑制に努めているものの合併による施設の統廃合がすすんでおらず維持管理経費が多くなっている。今
後とも指定管理者制度を含め施設の運営の見直しに努める。
●人口１人当たり地方債現在高
　類似団体内の平均に比べ約２倍と高い水準だが、昨年度に比べ兵庫県平均で約２万円の減となるなかで本市は約４万
円の減となった。これは、新規地方債の発行の抑制ならびに既に借入しているものについては繰上償還をおこなっ

たことによる。平成１５年度をピークとして減少傾向にあるが人口の減もあることから今後も類似団体平均の水準をめざし健
全化に努める。
●実質公債費比率
　類似団体内の平均と同水準の１７．９％だが、昨年度に比べて１．９ポイント悪化した。これは、下水道会計への繰出基準
が変更になったことから指数が大きな伸びを示している。今後は水道事業への繰出金が増加する見込みであることから、各
会計ともに新規借入を最小限に抑えるとともに公的資金補償金免除等の繰上償還により指数の抑制に努める。
●人口1,000人当たり職員数
　平成１７年度に策定した第２次定員適正化計画の目標値５０９人（平成２６年４月）については、平成２０年４月において前
倒しで達成。今後においては、第３次定員適正化計画を策定し、より一層の職員の削減に努める。
●ラスパイレス指数
　昨年の指数から０．３低下し、全国市平均を下回っているが、合併以前の旧町間における給料格差の是正措置を行ったた
め類似団体平均については上回っている。平成２０年度からは、給与削減を実施していく予定であり、より一層の給与水準
の引き下げ行い、給与の適正化に努める。


